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第３節 商標 

 

 

1. はじめに 

 UAE では、1992 年 10 月に最初の商標法が公布され、同法は、1993 年１月 12 日に発効し

た。UAE が知的財産に関する条約に署名したことで同国に生じた国際的義務を同法に編入す

るため、同法は、2002 年に大幅に改正された。その最初の実施規則は、1993 年２月２日に

公告され、それ以来、新しい実施規則は発行されていない。 

 2002 年商標法では、UAE において商標を登録することで、商標保護が保証される機会を

与えている。新たに登録された商標は、登録出願が行われた日にさかのぼって保護される。

新法では、商標登録に対する異議申し立て期間を商標登録が公告された日から起算して 30

日間しか認めていない。 

 

2. UAE の商標法の歴史 

 国際面において、UAE は、1975 年に WIPO に加盟した。その当時、商標法が存在したのは、

これを 1974 年に制定したラスアルハイマ首長国のみであった。UAE の商標法については、

1970 年代末から連邦レベルにおいて論議されていたものの、これが実現したのは、1992 年

のことだった。 

 1992 年 UAE 商標法は、2002 年法第８号により改正された。重要な変更点として以下の内

容がある。 

a) 自国又は外国の紋章又は通貨を組み込んだ標章の登録禁止。それまでは、識別力

のない標章と、政府の記章又は赤新月又は赤十字の記号と合体した標章のみ登録

できなかった。 

b) 本国の法域外において周知である商標が、原所有者自身による場合、又は原所有

者の承諾を得た場合にのみ登録できる旨の規定。 

c) UAE が、標章の登録のための商品及びサービスの国際分類に関するニース協定を順

守することの確認。 

d) 同一又は類似の商標が既に登録されている場合には、新しい標章の使用が、取引

における関連性を示さないこと、又は、既存の商標権者の利益を損なわないこと

を確保するため、経済省が、この点を確認しなければならない。さらに、同一区

分の同一又は類似の製品又は役務につき、同一又は類似の商標が出願された場合、

経済省は、当事者間の和解が成立するか、裁判所の判決が下るまで、当事者間の

関連するすべての出願の手続きを中止する。 

e) 経済省が承認すると、出願人の費用負担により、商標出願を、商標公報及び UAE
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に流通するアラビア語日刊紙２紙に公告することを義務づける規定。利害関係を

有する第三者は、最後の公告の後、30 日以内に、手渡し、書留郵便又は電子メー

ルのいずれかの方法により、登録に対する異議申し立てを行うことができる。 

f) 登録商標の所有者に対し、他の者が、類似、同一又は関連する製品及び役務につ

き、消費者の混同を生ずるような方法で同一又は類似の標章を使用することを妨

げる権利を与えたこと。 

g) 裁判所に再度申し立てることなく、不正な商標登録を取り消す権限を経済省に与

えたこと。しかしながら、経済省は、この処分について関係当事者に通知しなけ

ればならず、これらの当事者には、当該通知から 30 日以内に不服申し立てを行う

権利が与えられた。 

h) （例えば輸入規制などの）外部的障害が存在する場合を除くほか、５年間継続し

て使用されていない商標につき、利害関係を有する任意の当事者が、管轄権を有

する民事法廷に、その登録取消を申請できる旨の規定。 

i) 強制使用権許諾の禁止。 

 

 2002 年法第８号による UAE 商標法の改正は、全体として、UAE が TRIPS 協定にもとづい

て負っている義務に UAE の商標法を適合させ、商標権者に与えられる保護を拡大するうえ

で大きな前進であった。 

 

3. 管轄する省 

 UAE 商標法によれば、商標の登録を管理する管轄当局は、経済省である。 

 

4. 商標登録等の法律事務所及び代理人 

 知的財産法に関する有力な法律事務所及び UAE の商標代理人の推奨リストは、Legal 500

（www.legal500.com）及び International Trademark Association（INTA）（www.inta.org）

から入手できる。UAE 政府は、商標代理人及び弁護士に対する新しい規制手続きを導入した。

すべての代理人は、経済計画省に登録しなければならない。商標代理人は、登録されるま

で、いかなる第三者についても、これに代わって商標出願を行うことができない。 

 法人が、商標代理人登録簿に登載されるためには、いくつかの要件を満たさなければな

らない。代理人が自然人の場合、その者は、次の条件を満たさなければならない。 

a) 完全な法的能力を有すること。 

b) 定評のある大学の学位を有すること。 

c) 商標代理人として登録された法律事務所又は旧制度における営業許可証にもとづ

いて営業していた法律事務所において、最低でも２年間の業務経験を有すること。 

d) その者の名誉又は誠実さが問題視されるような犯罪により、公訴されていないこ

と。 
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e) 代理人が企業の場合には、以下の基準を満たさなければならない。 

f) その企業の経営役員（パートナーであるかどうかを問わない）が、自然人が商標

代理人として登録されるための要件を満たすこと。 

g) UAE 国外を本拠地とする企業の場合、その本国において商標代理人として登録され

ていなければならない。 

h) 企業は、次の書類を提出しなければならない。 

(i) 会社設立証書の認証された写し 

(ii) 国内営業許可証の認証された写し 

(iii) UAE において一つ以上の支店を営業する旨の内部決定文書の認証された写し 

(iv) 国内リース契約の写し 

(v) その企業が UAE において営業している支店／事務所の一覧 

 代理人として登録されるための公的な手数料は、一回限りの当初手数料が、3,000 ディル

ハム（815 米ドル）、年間更新料が 1,000 ディルハム（271 米ドル）である。 

 

5. UAE 商標法の特徴 

 商標法第２条における商標の定義は、その範囲が極めて広い。これには、名称、語句、

署名、文字、数字、図面、記号、住所、品質証明、刻印、絵柄、装飾、包装、また標章に

付随する音声も含まれる。商品はもとより、役務についても、商標を登録できる。 

 商標の登録出願は、商品及び役務の区分ごとに、別個に行わなければならない(一出願一

区分)。いかなる区分に属するものであっても、アルコール飲料に関係する出願が許可され

ない点を除けば、UAE 商標法の分類は、ニース協定の分類に対応する。一つの区分に属する

複数の類似標識の包括出願も可能である。同一の区分の商品につき、既に登録されている

商標に類似する商標が出願された場合、管轄する省は、その登録を拒絶できる。さらに、

管轄する省は、必要であると判断した場合に、条件を設け、又は変更を要求することがで

きる。しかしながら、出願人には、これに対して 30 日以内に異議申し立てを行う権利があ

る。さらに、出願人には、管轄する省の最終決定に対し、決定から 60 日以内に裁判所に訴

訟を提起する権利がある。 

 商標は、10 年間保護される。登録商標の権利存続期間は出願日からである。 

この保護期間は、さらに 10 年単位で更新できる。更新申請は、失効する日の前年末までに

行わなければならない。しかしながら、商標権者が、期限内に更新しなかった場合でも、

管轄する省は、登録の失効後１カ月以内に、登録が失効したことを商標権者に通知しなけ

ればならない。商標権者には、現在、失効日から３カ月間の猶予期間が与えられている。

これを過ぎると、登録が自動的に登録簿から抹消される。 

 登録された所有者が、自らの商標を５年間継続して使用した場合、その所有権は、もは

や不可争となる。所有者が、自らの標章を、５年間継続して使用しなかった場合、管轄権

を有する民事法廷は、その標章の登録抹消を命ずることができる。 
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 商標法では、損害賠償に関する民事請求を認めている以外にも、管轄権を有する裁判所

に差押命令を申請することにより、侵害に対する法的措置を開始することを可能にしてい

る。商標の所有者は、このような命令が執行される前に、保証金を提出しなければならな

い。申請人は、裁判所の命令がなされた時から８日以内に、反対当事者に対する民事訴訟

を開始するか、少なくとも、刑事訴訟手続きを申し立てなければならない。 

 法律の定める罰則は、罰金、拘禁刑及び最高で６カ月間の施設の閉鎖である。これに加

えて、侵害製品及び侵害に使われた機械類の破棄も命ずることができる。 

 また、法律には、商標の移転、その担保権の設定又はその変更、及び使用権設定契約の

登録に関する規定がある。商標の使用権設定契約に、地域的又は時間的な制限を設けるこ

とも可能である。 

 経過措置として、既に商標を UAE において保有し、又は使用する個人又は企業は、本法

律の施行された日から１年以内に登録出願を行うべきであったとされる（法４４条）。その

理由は、この期間内においてのみ、最初の使用者に、登録するための優先権が与えられて

いたからである。このことは、商標の所有者が、登録出願を行うまで、侵害商標の登録に

対して期限内に異議申し立てを行えるよう、公告の内容を常に確認すべきであることを意

味する。 

 

6. 商標登録の手続き 

 UAE における商標の登録手続きは、商標法及びこれに対応する実施規則にもとづいて進め

られる。商標を登録するための公的手数料は、別個に、政府の決定にもとづいて設定され

る。 

a) 商標の登録を管轄する当局は経済省である。経済省内に商標登録のための特別部

門が設置された。 

b) 商標の登録出願は、商標の所有者自らがこれを行うのでない限り、商標弁護士を

通じて行う。商標弁護士は、UAE の免許を取得した弁護士でなければならない。 

 

7. 出願の際に要求される事項 

 登録手続きの詳細な内容は、実施規則により規律されている。実施規則の第５条によれ

ば、商標を登録するためには、以下の事項が要求される。 

a) 出願人の氏名、もしあれば、職業上の名称及び商号。出願人が企業の場合は、商

号、法的資格、定款上の目的を示す必要がある。   

b) 出願人の国籍、居住地及び業種。 

c) 一つ以上の商標の簡略な説明。特定の色彩又は色彩の組み合わせを指定しなかっ

た場合には、あらゆる色彩について、商標が登録されたものとみなされる。標章

に外国語の語句が含まれる場合には、願書に、公式なアラビア語訳を添付しなけ

ればならない。外国名は、発音とおりに転記する。商標は、アラビア文字のみな
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らずラテン文字又はその両方で登録することができる。 

d) 商品及び役務の分類別に、商標を登録する商品及び役務を列挙する。 

e) 商品又は役務を識別するために、商標を使用する、又は使用する予定の事業者（例

えば、国内の代理店又は販売店）又は事業の住所。 

f) 商標部が、登録に関係する通信及び文書を送付するための UAE 国内における商標

弁護士の住所。 

 

8. 必要な書類 

 出願するためには、以下の文書が必要となる。 

a) 各分類につき、一つ以上の商標の複製 20 点。複製の寸法は、６×６センチから８

×８センチとする。 

b) 商標弁護士に対する委任状。委任状は、公証人及び出願人の本国の管轄権を有す

る当局及びその国の UAE 大使館による認証を受けなければならない。１名以上の

署名者の署名権限について、公証人による確認及び承認を受けなければならない。

UAE 国内において外務省による認証も受けなければならない。 

c) 出願人が、パリ条約の優先権を主張したい場合にのみ、出願人の本国又は任意の

第三国における商標の外国登録の証明書を提出する。しかしながら、登録証明書

を提示することは、一般に、問題を解消し、手続きを促進する上でも効果的であ

る。 

 

9. 登録の経費 

 登録の経費は、商標部の手数料、公告手数料及び弁護士の手数料で構成される。一例と

して、一つの分類の商標を登録するための経費は、出願許可のための 500 ディルハム（お

よそ 137 米ドル）に、公告のためのおよそ 3,000 ディルハム（およそ 822 米ドル）、登録証

のための 5,000 ディルハム（およそ 1,370 米ドル）を加えた額の合計およそ 8,500 ディル

ハム（およそ 2,329 米ドル）に、弁護士の手数料を加えた額である。従って、国際的にみ

ると、UAE は、この分野に要する経費が最も高額な国の一つに数えられる。弁護士の手数料

は、法律により規律されていない。 

 

10. 出願人適格 

 UAE 商標法によれば、UAE において商標登録の出願人適格を有する者には、次の者が含ま

れる。 

a) UAE 市民又は UAE 企業（商業、工業、手工芸又はサービス分野の活動に従事する者） 

b) 非 UAE 市民又は非 UAE 企業（UAE 又は UAE の市民及び企業に相互主義的待遇を与え

ている国において、任意の商業的、工業的、手工芸的又はサービス活動に従事す

ることを目指す者） 
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c) UAE の公法にもとづいた法人 

d) いずれの場合も、送達を受けるための住所を UAE 国内に有する者 

 

11. 出所混同をきたす類似 

 UAE 商標法によれば、UAE で同一の商品又は役務について既に登録された商標と同一ある

いは類似の商標の登録は禁じられており、また、この既に登録された商標と異なる商品又

は役務に用いるものであったとしても、その使用が、その製品及び役務と登録商標の所有

者との関連性を示すか、商標権の所有者の利益を損なうおそれがある場合においては登録

をすることが禁止されている。 

 UAE 商標法によれば、経済省には、既に登録されている標章との混同を防ぐため、又は、

商標が、同一の商品又は役務を識別するために使われた場合に混同が生ずる可能性を考慮

し、相当と認める事由により、商標を確定し、明確にするために必要であると考える制限

及び変更を要求する権限がある。さらに、経済省は、何らかの理由により、商標の登録を

拒絶した場合、又は、一定の制限に服するまで、又は、変更がなされるまで、登録手続き

を停止した場合、当該決定の理由を書面により出願人に通知しなければならない。また、

UAE では、団体標章も認められている。 

 

12. 同時出願 

 UAE 商標法は、２名以上の者が、同一区分の商品又は役務、あるいは、同一区分内の類似

の製品又は役務につき、同一の標章又は酷似している、もしくは類似の標章を登録するた

めに同時に出願した場合、すべての出願人により承認された、出願人の１人に譲渡する旨

の譲渡契約書が提出されるまで、又は、出願人の中の１人を勝訴させる終局的判決が出さ

れまで、商標を登録しないと述べている。 

 

13. 審査 

 商標部は、通常の場合、出願日から６～８週間以内に予備審査報告を行う。登録所から、

標章又は商品／役務の一覧の変更、又は、その標章を他の場所で登録していることの証拠

の提出を求められる場合もある。商標部は、最初に予備審査報告を行わないこともあれば、

当該報告を１回又は複数回行った後に、その標章を拒絶、許可、又は条件付きで許可する

決定を行う場合もある。 

 

14. 公告と異議申し立て 

 出願が許可されると、商標部は、商標公報及び日刊紙２紙に以下の情報を公告する。 

a) 出願人の氏名、国籍、職業及び居住地 

b) 標章の真正な写し 

c) 出願番号 
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d) 標章を登録する必要のある商品、製品又は役務の記載とともに、商品／役務の該

当する分類番号 

e) 標章を使用しているとされる、又は取引、商店又は事業に関する詳細。 

 任意の関係者は、商標部に対し、商標公報に上述の詳細な事項が公告された日から 30 日

以内に、当該出願に対する正式な異議申し立てを行うことができる。それを受け、商標部

は、前記異議申し立てを受理した日から 15 日以内に異議申し立ての内容を出願人に通知す

る。次に、出願人は、異議申し立てへの書面による回答を（商標部により、異議申し立て

の通知を受けた日から）30 日間という短い期間内に行わなければならない。出願人が、書

面により回答しなかった場合、出願を放棄したものとみなされる。 

 異議申し立て／これに対する反論を行う場合、書面による正式な回答（例えば反論書又

は意見書）を経済省の商標部に提出しなければならない。異議申し立て手続きにおいて、

商標部は、両当事者の主張を聞き、当該異議申し立てに関する決定を行うことが義務づけ

られている。 

 異議申し立てに関する商標部の決定は、決定の日から 15 日以内に、商標委員会に上訴す

ることができる。その後も、裁判所に民事訴訟を提起するのと同様の方法により、民事法

廷に再度上訴することができる。 

 

15. 不可争となる商標登録 

 UAE 商標法によれば、登録商標の所有者には、当該商標を使用する排他的権利があり、当

該所有者が、UAE において、当該登録商標を登録後５年間継続して使用したとき、当該商標

に係る権利が不可争となる。ただし、所有権を争う訴訟が提起され、当該所有者が敗訴し

た場合は、この限りではない。 

 

16. 登録により発生する権利 

 UAE 商標法によれば、UAE において商標を登録することにより、当該登録商標の所有者に

は、一般消費者による混同が生ずるのを防ぐため、商標が登録された製品及び役務と類似、

同一又はこれに関連する製品又は役務を識別する目的で同一又は類似の商標が使用される

ことを妨げる権利が生ずる。 

 

17. 登録商標あるいは指定商品・役務の変更 

 UAE 商標法によれば、過去に登録された商標の所有者は、商標により識別される製品又は

役務あるいは商標それ自体に関する情報の追加又は変更により、商標の同一性が実質的に

損なわれない限りにおいて、当該追加又は変更を経済省に随時申請することができる。こ

の点は、UAE 商標法独自の特徴であることをお断りしておきたい。 

 

18. 保護の期間 
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 UAE 商標法によれば、UAE における登録商標に与えられる保護期間は、その登録後、10 年

間である。登録は、同様に 10 年単位で、繰り返し無制限に更新できる。 

 

19. 登録プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20. 登録商標の取消 

 UAE 商標法において、「取消」という語は、定義されていないものの、これに関連する条

文は、次のいずれかの場合に、商標を取り消すことが可能であると説明する。 

(i) 商標が、不法に登録された場合。 

(ii) 商標が、５年間継続して使用されなかった場合。 

 

21. 周知商標 

 UAE 商標法によれば、周知商標の原所有者（又は原所有者のために行う場合に）のみ、UAE

において当該周知商標を登録できる。また、同じ規定は、周知商標であるかどうかを判断

するための法定の基準を定めている。その基準とは、「商標が普及した結果として、当該商

標が、公衆の関係分野に知られていること」である。 

 また、UAE 商標法は、以下のいずれかに該当する場合、周知商標が登録されている商品又

は役務と類似又は同一ではない商品又は役務についても、周知商標を登録することを禁じ

調査及び審査 

商標公報への公告 

30 日以内の異議申し

立て 

登録 

拒絶 

商標委員会への不服申

し立て 

民事法廷による承認 

拒絶 

上訴 

出願 

許可 

拒絶 
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ている。 

a) その商標の使用が、登録商標の指定商品及び役務との関連性を示しかねない場合。 

b) 当該使用により、登録商標の所有者の利益が損なわれるおそれがある場合。 

 また、UAE 商標法は、以上の点に加え、周知商標又は過去に登録された他の標章の翻訳で

あるような標章（を登録することにより、その標章により識別される製品又は類似の製品

の同一性について、一般消費者に混同を生ずる場合、そ）の登録も禁じている。 

 

22. 譲渡と使用許諾 UAE 商標法の下で、書面による正式な法律文書により、任意の者に

登録商標を譲渡し、又は、その使用を許諾することができる。当該文書は、適正に認証さ

れた後、商標部に記録される。次に、商標部は、公衆への情報開示のため、提案されてい

る記録内容に関する情報を商標公報に公告する。関係当事者から何らかの異議申し立てが

行われた場合、提起された異議が完全に解消されるまで、当該文書（場合に応じ、譲渡又

は使用許諾に関する）は記録されない。 

 

 

 

第４節 著作権 

 

 

1. 著作権制度の概要 

 著作権は、UAE 著作権法の下で、文学的著作物、コンピューターソフトウェア、データベ

ース、講演／演説、演劇、音楽的著作物及び写真的著作物その他の知的な著作物を含む著

作物の作者に与えられる保護の形態である。ソフトウェアを使用、コピー及びダウンロー

ドする行為、インターネット上のホームページから資料をダウンロードする行為及び任意

の方法により、任意の資料を配布する行為は、商業目的又は個人目的を含むいかなる目的

であれ、著作者の書面による許諾を得ていなければ、限られた例外的な場合を除き、実際

には、著作権侵害となる。UAE 著作権法の下で、隣接権の保有者、役者、歌手、音楽家及び

ダンサーなどの実演家、レコード製作者及び放送機関も、保護を享有する。 

 UAE 最初の著作権法（1992 年法第 40 号）及びその実施規則は、それぞれ 1993 年４月 12

日及び 1994 年９月１日に発効した。2002 年 UAE 著作権法第７号が官報に告示されたことに

より、同法は、2002 年７月 14 日に廃止された。 

 UAE は、知的財産権に関係する国際機関及び条約に加盟している。UAE は、1996 年以来、

WIPO の加盟国かつ TRIPS 協定の署名国であり、パリ条約（1996 年以降）、WIPO 著作権条約

（2004 年以降）、文学的及び美術的著作物に関するベルヌ条約（2004 年７月 14 日以降）、

WIPO 実演レコード条約（WPPT）（2005 年以降）及び実演家、レコード製作者及び放送機関

に関するローマ条約（2005 年以降）などのいくつかの国際的な知的財産条約の締約国であ
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附属資料 1.3 – (UAE) 

 

商標に係わる 1992 年連邦法第 37 号 

[2002 年の法律第８号によって改正] (仮約) 

 

注記１：1992 年連邦法第 37 号は 1992 年 10 月 12 日の UAE 広報第 234 号において公布され

た。 

注記２：2002年連邦法第８号は2002年７月 31日の UAE広報第 384号において公布された。 

注記３：改正された条項にはアステリスク（*）を付ける。 

 

 

UAE 大統領の Zayed Bin Sultan Al Nahyan は、 

現行憲法に照らして、 

及び、法律に則って改正された省庁の任務及び大臣等の権限に関する 1972 年の連邦法第１

号に照らして、   

及び、商取引における反詐欺対策に係わる 1979 年の連邦法第４号に照らして、 

法律に則って改正された、民事取引法（Civil Transactions Code）の発布に係わる 1985

年の連邦法第５号に照らして、 

及び、刑法の発布に係わる 1987 年の連邦法第３号に照らして、 

及び、内閣の同意と連邦最高裁判所の承認に基づく経済省の提案に従って、 

 

以下の法律を発布する。 

 

第I部 –定義 

第１条* 

定義 

以下の用語及び文言は、本法律で使用されるときは例外なく、また、他の文脈が示され

ない限り、以下に述べられた意味を有するものとする。 

 

UAE アラブ首長国連邦 

  

省（Ministry） 経済省 

  

大臣（Minister） 経済相 
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管 轄 当 局 （ Competent 

Authority） 

UAE の管轄当局 

  

公報（Bulletin） 省が発行する商標公報  

  

図面（Drawing） 視覚的要素の組み合わせからなるデザイン（外観の芸術性は

問わない） 

  

シンボル（Symbol） 単一の視覚的実体 

  

ホールマーク（Hallmarks） 刻印された標章 

  

銘（Inscriptions） 凸状の標章 

  

写真（Photographs） 案件の所有者又は他の任意の者を問わず、人物の写真 

  

登録簿（Register） 本省が管理する商標登録簿 

  

委員会（Committee） 本法律で言及される商標委員会（Trademarks Committee） 

 

第２条 

商標の定義 

商標とは、名称、語句、署名、文字、数字、シンボル、呼称、ホールマーク、スタンプ、

絵画、ビネット、記事、包装、又は、他の任意の標章、又は、標章の組み合わせから構成

されて識別力を有する形態を備えた任意のものであって、識別力のある形態を有し、その

出所にかかわらず商品又は製品の識別のために使用され、又は、使用が意図されており、

あるいは、当該商品又は製品を取引目的で製造し、又は、品揃えを行ったことによって標

章の所有者が当該商品又は製品を所有することを示すために使用され、又は、使用が意図

されており、あるいは、役務を識別するために使用され、又は、使用が意図されているも

のを意味する。 

 

商標に付随する音声は商標の構成要素であるとみなされる。 

 

第３条* 

登録の阻却事由 

以下に該当するものは商標又はその構成要素として登録されることはない。 
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1. 性質や特性において識別性がない標章、あるいは、商品、製品、又は、役務の関係で

使用される総称的な名称から構成される標章、あるいは、商品と製品について一般的

又はありふれた絵画 

  

2. 倫理、又は、公の秩序に反する標章 

  

3. 当事者から明示的な許可を得た場合を除いて、政府の記章、旗、あるいは、UAE、又

は、アラブの組織や国際組織、又は、その機関、又は、外国に係わる他のシンボル、

ならびに、そのような記章、旗、又は、シンボルの模倣品   

  

4. 赤新月又は赤十字のシンボル、ならびに、これらの模倣品である標章 

  

5. 純粋に宗教的な性質のシンボルと同一、又は、類似の標章 

  

6. その使用が商品、製品、又は、役務の出所／原産地に関して混同をもたらす可能性の

ある地理的名称 

  

7. 第三者の名前、姓、写真、又は、紋章。ただし、事前に当該第三者又はその相続人か

ら同意を得た場合は除く。 

  

8. 登録の出願者が、自ら合法的な権利を有することを証明することのできない栄誉に係

わる称号を含む標章  

  

9. 製品、又は、役務の出所／原産地に関して、公衆を誤らせ、又は、虚偽の情報を含む

標章、ならびに、架空の、模倣された、又は、偽造された商号を含む標章 

  

10. 取引相手として、取引をすることが違法とされる自然人、又は、法人が所有する標章

  

11. 特定のクラスの製品や役務について登録されれば、当該標章によって識別される他の

製品又は役務の価値を減じるような標章 

  

12. 「特許（Patent）」、「特許許可（Patented）」、「登録（Registered）」、「登録

意匠（Registered Design）」、「著作権（Copyright）」、又は、「模倣とは偽造で

ある（Imitation is forgery）」、又は、類似の文言や表現を含む標章   
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13. 国の又は外国の勲章、コイン、及び、紙幣 

  

14. 登録されれば、当該標章によって識別される製品と類似製品の素性について消費者に

混同をもたらす場合、周知の標章又は登録済みの他の標章の言い換えとなるような標

章 

 

第４条 

国際的な名声を有する商標 

1. 当該商標の出所国の国境を越えて外国に行き渡るような名声を備えた国際的な周知商

標を登録することは許されない。ただし、本来の所有者によって登録が請求された場

合、又は、その者の代理人によって請求された場合は除く。 

  

2. 商標が周知であるか否かの判断においては、商標が普及した結果として、当該商標が、

公衆の関係分野に知られていることを考慮するものとする。 

  

3. 以下に該当する場合、周知商標の登録に係わる商品又は役務と同一でない、又は、類

似でない商品又は役務を識別するために、当該周知商標を登録することは許されない。

  

 a) その商標の使用が、登録商標の指定商品及び役務との関連性を示しかねない場合。

 

 b) 当該使用により、登録商標の所有者の利益が損なわれるおそれがある場合。 

 

第 II 部 - 商標の登録と取消し 

第５条  

商標の登録 

本章は「商標登録簿」と呼ばれる登録簿を整備し、商標、その所有者の氏名と住所、そ

の事業の種別、その商品、製品、又は、役務の説明、ならびに、譲渡、所有権の移転、免

許の変更、又は、他のいかなる補正をも文書で記録する。 

 

規定料金を支払えば、何人も最新の登録簿の内容の真正の謄本を請求することができる。 

 

第６条 

出願の資格を有する者 

以下に該当する者は商標登録の権利を有する。 

1. 商業部門、産業部門、手工業部門、又は、サービス部門で実務に係わる UAE の市民又

は企業等 
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2. UAE の商業、産業、手工業、又は、役務に係わる営業を営む UAE 国籍をもたない市民、

又は、企業等  

3. UAE に相互主義の待遇を認めるいずれの国においても、商業、産業、手工業、又は、役

務に係わる営業を営む UAE 国籍をもたない市民、又は、企業等 

4. 公法の定めによる法人 

 

第７条 

登録出願 

任意の商品、製品、又は、役務を識別させるために商標の使用を意図する者は、本法律

の規定に従って登録出願を行うことができる。標章登録のための出願は、規則に規定され

た手続きと条件に従って、本省に提出しなければならない。 

 

第８条*  

商標の区分 

商標は本規則に記されたルール、及び、国際分類に従って、製品又は役務に関する１つ

又は複数の区分に登録することができる。ただし、一の商標出願においては複数の区分を

対象とすることはできない。 

 

第９条 

一群の商標の出願 

複数の標章については、本質的な要素において互いに類似であるが、それが使用される

製品又は役務について、色彩や細部など、商標の主な特徴に実質的な影響を与えない識別

力のない特徴に係わる他の要素においては互いに異なる場合、当該製品や役務が１つの区

分に属するものである限り、１つの願書で出願することができる。 

 

第 10 条*  

(先行する登録・出願の)優先性 

本法律の第 26 条の定めにより、同一の製品又は役務について先に登録された商標と同一

又は類似の任意の商標の登録は許されず、あるいは、異なる製品又は役務についても、そ

のような製品及び役務と、登録商標の所有者との間につながりがあることが示唆される場

合、又は、当該所有者の利益を損なう恐れがある場合、先に登録された商標と同一又は類

似の任意の商標の登録は許されない。 

 

複数の者が、同一の製品又は役務について、又は、同一分類内の類似の製品又は役務に

ついて、同じ商標、あるいは、類似した又は極めて類似した商標を同時に出願した場合、

本省は出願者の中の一人が出願者全員の承認によって出願すべき者として選ばれるまで、
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又は、その中の一人が優先されるとの最終判定が下されるまで、全ての出願について登録

を行わないものとする。 

 

第 11 条＊  

本省が定める方針と条件 – 決定の期間 

本省は既に登録されている商標との混同を防止するために、又は、適切と思われるいか

なる理由に基づいても、当該商標について確定し明確化するために必要であると判断した

限定と補正を課すものとする。同一の商品又は役務を識別するために、当該商標が使用さ

れたならば、混同の可能性が存在すると推定する。 

 

何らかの理由によって、本省が商標の登録を拒絶したとき、又は、特定の限定や補正の

遵守を待って登録を中断しているとき、本省はそのような決定の理由を書面で出願者に通

知する。いかなる場合も、出願が本法律及び本規則に規定された条件と要件を満たす場合、

出願日から 30 日以内に、本省は任意の出願について商標登録に係わる決定を行わなければ

ならない。 

 

第 12 条 

出願の拒絶に対する法的救済 

商標登録の出願者はその出願が拒絶されたとき、又は、特定の要件への遵守を待って中

断されたとき、拒絶又は中断の通知の日から 30 日以内に本委員会に当該決定について申立

てを行うことができる。 

 

出願を拒絶すべき、又は、特定の要件への遵守を待って中断すべきとの本省の決定を本

委員会が追認したとき、出願者は本委員会の決定の通知の日から 60 日以内に、管轄権を有

する民事法廷に当該決定に対する申立てを行うことができる。   

 

出願者が本省の決定に申立てを行わない場合、又は、本条項に述べられた期間内に本委

員会の決定に申立てを行わない場合、又は、この関係で出願者に出された通知に記載され

た期間内に本省が求める限定や条件を遵守しなかった場合、出願者は出願を放棄したもの

とみなされる。 

 

第 13 条＊  

商標委員会 

商標委員会は本省の次官により主宰され、及び、以下のメンバによって構成される。 

 

● 大臣が指定する本省の代表２名  
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● UAE Federation of Chambers of Commerce and Industry が任命する同会議所の理事会

（Board of Directors）のメンバ１名。 

  

● UAE の各 Chamber of Commerce が任命するそれぞれの理事会のメンバ１名 

 

本委員会は委員の中から副委員長（Vice President）を選任する。委員会の会議に過半

数の委員が出席したとき、定足数が満たされたとみなされる。決議は出席した委員の過半

数の投票により成立し、賛否同数の場合は委員長の投票で決する。委員会は少なくとも毎

月１回会議を開くものとする。 

 

委員会には本省が任命する審判員（Referee）が参加する。委員と審判員の報酬は内閣が

決定する。 

 

第 14 条*  

公告、異議申し立て 

出願を承認したとき、本省は商標の登録に先立って、登録出願者の費用負担によって、

公報、及び、UAE で発行されているアラビア語の日刊紙２紙で商標を公告する。   

 

利害関係者は誰でも商標の登録に異議申し立てを行うことができる。異議申し立ては書

面で行うものとし、最後に公告された日から 30 日以内に本省に提出するか、あるいは、書

留郵便又は電子メールで送付する。本省は受領から 15 日以内に異議申し立て書の謄本を商

標の出願者に送達する。  

 

商標の出願者は、上記の謄本の受領日から 30 日以内に、当該異議申し立てに対する応答

書を本省に提出する。この期間内に応答書が受領されなかったとき、商標の出願者は出願

を放棄したものとみなされる。 

 

第 15 条 

異議申し立ての決定、法的救済 

本省は提出された異議申し立てについて決定を行う前に、いずれかの当事者から要求が

あったとき、それぞれの要求に応じて、当事者のいずれか、又は、双方から聴聞を行う。 

 

本省は登録の拒絶又は承認に関する決定を行い、後者の場合、限定や条件を課すことが

できる。 

 



103 
 

どのような関係者も通知を受けてから 15 日以内に、本省の決定に対する異議申し立てを

本委員会に提出することができる。また、本委員会の決定に対しては、通知を受けてから

30 日以内に管轄権を有する民事法廷に申立てを行うことができる。  

 

商標の登録を許可するとの本委員会の決定に対して異議申し立てを行っても、管轄権を

有する法廷が本委員会とは異なる決定を行わない限り、登録手続きが中断されることはな

い。 

 

第 16 条＊  

登録証 

商標が登録されたとき、登録の効果は出願日に遡って生じる。 

 

商標が登録されると、以下の事項が記載された商標証が商標の所有者に送達される。 

 

1. 商標登録番号 

  

2. 出願日と登録日 

  

3. 商標の所有者の商号又は氏名、国籍と居住地 

  

4. 商標の図面 

  

5. 商標に係わる商品、製品、又は、役務の説明、及び、その分類 

  

6. 優先権の主張の基礎となる外国出願の番号と日付、及び、優先権出願が行われた工業

所有権の保護に関するパリ条約の加盟国の名称 

 

第 17 条＊  

適切な使用後の異議申し立ての期限 

所有者は商標の使用について排他的権利を有する。標章が登録後、５年間継続的に使用

されたとき、所有権を争うような法的措置がとられない限り、当該標章に係わる権利は絶

対的なものとなる。 

 

所有者は、他人が同一又は類似の商標を使用して、消費者に混同を生じさせるなど、当

該商標の登録に係わる製品又は役務と類似、同一、又は、それに関係する製品又は役務の

識別に利用するのを防止する権利を認められる。 
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第 18 条＊ 

商標の変更 

登録商標の所有者はいつでも、商標によって識別される製品又は役務に係わる事項の追

加又は補正を要求し、あるいは、商標自体の追加又は補正を要求することができる。ただ

し、変更は実質的に商標の識別力に影響を与えるものでないことを条件とする。                         

 

本省は、特定の製品又は役務に関して、商標登録の取消しに関する条件と規則に従って、

製品又は役務に関する事項を補正するための要求について決定を下さねばならない。本省

は、当初の登録出願の決定に係わる条件と規則に従って、商標を補正するための出願につ

いて決定を下すものとする。決定に係わる請願又は申立ては、同じ規則に従って行うこと

ができる。 

 

変更の事実は、変更を申立てる者の費用負担によって、公報、及び、UAE で発行されてい

るアラビア語の日刊紙２紙で公告される。 

 

第 19 条＊  

保護期間、更新 

商標登録によって、商標の所有者には 10 年の保護期間が認められる。商標の所有者は、

本法律と本規則に定める指針と条件に従って、現在の登録期間の最終年の間に商標登録の

更新のための要求を提出することで、登録後の 10 年ごとに商標登録の更新を確かなものと

しなければならない。 

 

商標登録の更新は、さらに審査を行うことなく、また、第三者からの異議申し立てを許

すことなく行われねばならない。商標の更新は、公報で公告され、また、所有者の費用負

担によって UAE で発行されているアラビア語の日刊紙２紙で公告される。 

 

商標の登録更新を申請する際に、当該商標の登録に係わる製品又は役務のリストに記載

された製品又は役務に係わる事項を変更し、取消し、又は、追加することはできない。 

 

本省は、登録終了の翌月に、登録簿の記載に従って登録が終了した旨を商標権所有者の

住所に書面で通知する。登録の終了後３ヶ月以内に所有者が更新の出願を行わなかった場

合、本省は自動的に商標を登録簿から抹消する。 

 

第 20 条 

商標所有者による取消しの申請 
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商標の所有者は、本規則に規定された手続き及び条件に従って、標章の登録に係わる製

品又は役務の全部又は一部に関して、自らが所有する商標の取消しを申請することができ

る。 

 

商標の所有者が、商標登録簿に適正に記録された使用許諾契約によって、第三者に商標

の使用を許可している場合、使用権者が使用許諾契約に係わる権利を明示的に放棄しない

限り、使用権者の許諾書がなければ当該商標を登録簿から除外することは許されない。  

 

第 20 条＊ 繰り返し（Repeated）  

本省による取消し 

本省は、関係者に取消しの理由を通知した後で、また、関係者から聴聞を行い、その主

張について決定を下した後で、法的裏付けがなく登録されていた商標を取消すことができ

る。 

 

利害関係者は、取消しの通知を受領してから 30 日以内に管轄権を有する民事法廷に取消

決定に対する申立てを行うことができる。 

 

第 21 条＊ 

第三者による取消しの申請 

本法律の第 17 条の定めにより、利害関係者は、法的裏付けがなく登録されていた商標を

取消すための裁判所命令を求めることができる。本省は執行を許可する最終判決を受領し

たとき、商標を取消さねばならない。 

 

第 22 条＊  

不使用による取消し 

利害関係者からの請求に応じて、管轄権を有する民事法廷は、商標が連続して５年間使

用されなかったことが証明されたとき、商標登録の取消しを命じることができる。ただし、

所有者が商標の不使用は商標によって識別される商品又は役務に課される輸入制限又は他

の政府規制など、外部的な状況によるものであることを証明できた場合は、この限りでは

ない。 

 

本条項の趣旨において、商標の使用には商標の所有者から許可を得た者による使用も含

まれる。 

 

第 23 条＊ 

裁判所の命令による商標登録簿の変更 
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利害関係者からの請求に応じて、管轄権を有する民事法廷は、登録時に削除された事項

の追加を命じることができ、あるいは、既存の事項が間違って記載されたものである場合、

又は、不正確である場合、その除外又は修正を命じることができる。本省は自らの決定に

よって登録簿を更新することができる。 

 

第 24 条  

イスラエル製品不買規則（Israel Boycott Rules）に反する商標 

本省は、政府の Israel Boycott Office がイスラエルの商標、シンボル、又は、紋章と

類似又は同一であるとみなす商標、ならびに、禁止命令によってその措置を受ける者に属

する商標は削除するものとする。 

 

第 25 条*  

取消しの公告 

登録簿からの商標の取消しは、公報で公告され、また、公告を求める者の費用負担によ

って、公報及び UAE で発行されているアラビア語の日刊紙、２紙で公告される。 

 

第 26 条  

商標の取消し後の阻止期間  

商標が登録簿から取消された場合、当該取消しから３年が経過した後でなければ、当該

商標は同一製品について他人の名前で再登録することは許されない。  

 

第 III 部 - 商標の譲渡及び商標の担保権 

 

第 27 条  

商標と企業 

商標権は譲渡、担保、及び、執行の対象とすることができ、その実施は、その製品又は

役務の識別のために商標を使用している商業施設又は企業の譲渡等と合わせて、又は、そ

れとは別に行うことができる。 

 

第 28 条  

企業売却における商標の移転 

別段の協定がない限り、商業施設又は企業の所有権の移転には、譲渡人の名前で登録さ

れた商業施設又は企業と密接に係わる商標権も含まれるものとする。 

 

商業施設又は企業の所有権が商標権を伴わずに移転される場合、譲渡人は、別段の協定

がなければ、商標の登録に係わる商品又は役務について当該商標の使用を継続することが
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できる。 

 

第 29 条 

移転と担保の公告 

商標の譲渡又は商標の担保権は、登録簿に記録され、また、本規則の規定に従って公告

されない限り、第三者に対する効果はもたない。 

 

第 IV 部 - 商標の使用許諾契約 

 

第 30 条 

使用許諾 

商標の所有者は、認証を受けた契約書によって、商標の登録に係わる商品又は役務の全

部又は一部について、一人又は複数の者に対して商標の使用許諾を与えることができる。

ただし、商標の所有者は、別段の協定がなければ、自ら商標を使用する権利を保持するも

のとする。 

 

許諾契約の有効期間は、商標の保護について定められた期間を超過することはない。 

 

第 31 条 

使用許諾契約の公告 

商標の使用に係わる使用許諾契約は登録簿に記録されねばならない。使用許諾は登録簿

に記録され、かつ、本規則の規定に従って公告されない限り、第三者に対する効果はもた

ない。 

 

第 32 条* 

再使用権 

使用許諾契約に別段の定めがなければ、使用権者はその使用許諾を他の者に譲渡しては

ならず、又は、再使用権の許諾を行うことはできない。 

 

いかなる場合も、商標の使用に関して、強制実施権が許諾されることはない。 

 

第 33 条  

使用許諾の取消し、異議 

使用許諾契約の終了又は解除の証拠が提出されたとき、所有者又は使用権者の要求によ

って、使用許諾の記載は登録簿から削除される。 
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本省は、他の当事者に商標使用許諾の記載削除要求の事実を通知する。 

 

他の当事者は、規則に規定された手続きと条件に従って当該要求に異議を申立てること

ができる。 

 

第 34 条 

使用許諾契約に係わる条件 

使用許諾契約には、標章の登録によって付与される権利から生じるものではない、又は、

そのような権利の保有のために必要であるとは言えない制限を使用権者に課すような条項

を含めることはできない。ただし、使用許諾契約には以下の制限を含めることができる。 

1. 商標の登録に係わる商品又は役務の営業が許される地域の制限 

2. 本法律の第 31 条の定めに従って、使用許諾の有効期間の制限 

3. 使用許諾が適用される製品の品質管理の保証に係わる条項 

4. 使用許諾が適用される製品又は役務の価値を損ない、又は、損害を与える可能性のあ

る一切の行為を回避する義務 

 

第 V 部 - 監督と検査に係わる標章 

 

第 35 条  

用途 

原産地、構成要素、製造プロセス、品質、又は、他のいかなる特性に関しても、特定の

製品又は役務の監督又は検査に携わる法人は、監督と検査用途のみに使用される標章の登

録許可を得るために本省に出願することができる。 

 

 いずれの場合も、このような標章は本省の許可なく登録又は移転することは許されない。 

 

第 36 条 

使用条件 

本規則によって、先の条項で述べられた標章の登録に係わる条件と規則を定め、また、

登録出願に添付すべき書類を定める。 

 

第 VI 部 – 罰則 

 

第 37 条*  

拘禁刑と罰金（無制限） 

以下の者は、拘禁刑及び 5,000AED 以上の罰金又はそのいずれかにより罰せられる。 
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1. 合法的に登録された商標を侵害し、もしくは、純正の商標又はこれに類似する商標に

より識別される商品及び役務について公衆を混同させるような方法で商標を模造する

一切の者並びに模倣商標又は模造商標を故意に盗用する一切の者。 

  

2. 別な者が登録もしくは所有する登録商標を自らの製品に悪意で使用する一切の者又は

当該商標を不法に使用する一切の者。 

  

3. 模倣された、模造された、もしくは不法な商標を付した製品を、故意に販売もしくは

その販売を申し出もしくは頒布し、あるいは、販売する意図を有する者。さらに、模

倣された、模造された、もしくは不法に使用されている商標の下で、故意に役務を提

供し、もしくは提供することを申し出る者。 

 

第 38 条*  

拘禁刑と罰金（制限） 

以下の者は、１年以内の拘禁刑及び 5,000 ディルハムから１万ディルハムまでの罰金又

はそのいずれかにより罰せられる。 

 

1. 本法第 3条の 2、3、4、5、6、8、9、10、11、12、13 及び 14 項にもとづいて合法的に

登録できない商標を使用する一切の者。 

  

2. 当該商標が登録されているか、登録簿に掲載されていない製品に掲載されていると他

の者に信じさせかねないような記載を自らの商標又は文書に不法に含める一切の者。

 

第 39 条 

常習的行為に対する罰金 

本法律の第 37 条と第 38 条に述べられた犯罪のいずれかを犯した者は、それが常習的犯

行であった場合、同条と同じ処罰、ならびに、６ヶ月から 15 ヶ月（の期間、商会又は企業

の閉鎖処分を受け、また、本規則に規定された手続きに従って有罪とされた者の費用によ

って判決の公告が行われるものとする。 

 

第 40 条  

民法に基づく損害賠償の請求 

本法の第 37 条及び第 38 条に規定される行為の結果として損害を被った者は、裁判管轄

を有する民事法廷に当該損害の原因となった者を提訴し、自らが被った損害に対する適切

な額の賠償を請求することができる 
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第 41 条*  

仮命令 

商標の所有者はいつでも、法的措置を講じる前であっても、商標登録を証明する公的な

証明書を裏付けとする請願書に基づいてのみ、裁判所から、特に以下のような暫定的措置

の命令を得ることができる。  

 

1. 本法律で述べられたいかなる犯罪であれその実施に使用されている、又は、使用され

た機械及び装置、ならびに、国産又は輸入商品と製品、ならびに、店舗の住所、ある

いは、商標を付した包装、用紙又は物品の記述、あるいは、当該犯罪に係わる事項に

ついて詳細に示す目録書を作製させること 

  

2. 適切であると判断された場合、差止命令の対象となった者に損害賠償として支払われ

るべき保証金が供託された後で、上記の事項の押収  

 

裁判所は仮命令の執行を補助する専門家を任命することができる。 

 

登録周知商標の所有者は、登録要件の証明義務を免除される。  

 

第 42 条 

不当な押収に対する損害賠償 

押収命令の執行を受けた者は、当該被告人に対して何らの法的措置もとられなかった場

合、又は、自らが提訴された訴訟について最終判決が下された後で、本法律の第 41 条の最

後の段落で述べられた期間の満了後 90 日以内に、損害賠償を求めて差止命令を出した者を

提訴することができる。いずれの場合も、最終決定が下されるまで、又は、提訴が可能で

あると規定された期間の満了後まで、保証金は差止命令を要求した者に返却されることは

ない。 

 

第 43 条＊  

法律違反があった場合の裁判所命令 

管轄権を有する裁判所は押収された物品、又は、押収の対象となり得る物品を没収する

ことができ、その価額を罰金又は弁償金から差し引くことができ、あるいは、妥当と思わ

れる他の任意の手段を用いて処分を行うことができる。さらに裁判所は、違法な商標の廃

棄を命じることができ、又は必要に応じて、当該商標又は違法な表記の付された製品、包

装、ラッシング資材、及び、他の物品の廃棄を命じることができ、ならびに、偽造品の製
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造に実際に使用された機械や装置の没収を命じることができる。裁判所は放免を行った場

合にも、上記全ての措置を命じることができる。 

 

裁判所は、判決債務者の費用負担において、公報において、又は、UAE で発行されている

任意のアラビア語の日刊紙において決定を公告するように請求することができる。  

 

第 VII 部 - 一般規定と経過規定 

 

第 44 条 

本法律以外の制度で登録された商標の登録と適合 

本法律の発効日において UAE で登録又は使用されている商標の所有者は、当該発効日か

ら１年以内に、本法律に規定された条件と条項に従って、そのような標章を登録簿に記録

するための申請を行わなければならない。 

 

法律に定める条件を満たしていない者は、本法律の執行後１年以内にその状況を適合さ

せなければならない。前段落で述べられた期間内に、商標が規定の条件に適合しなかった

場合、法によって（ex lege）消滅したものとみなされる。 

 

最初の使用者は、当該期間内に自分の標章を登録する優先権をもつ。最初の使用者の決

定にあたっては、使用の開始日、その継続性、標章登録の事実、及び、関連する状況など

を考慮に入れる。 

 

第 45 条 

関係当局への通知 

本省は登録、変更、補正、又は、取消しの日から 30 日以内に、各首長国の管轄当局、及

び、UAE の Federation of Chambers of Commerce and Industry、ならびに、Chamber of Commerce

に、本省に登録された商標の所有者の氏名、及び、関係する事項、ならびに、その全ての

変更、補正、又は、取消しを通知する。 

  

第 46 条 

司法警察官としての係官の任命、行政的補佐 

本法律の条項の適用とその実施に係わる決定の監督のために、経済相及び管轄当局と協

議の上、司法相の決定によって任命された係官は、司法警察としての法的立場を有する。

従って、そのような係官は、住居を除いて、そこでの活動範囲が本法律の適用対象となる

ような場所に立ち入り、本法律の条項とその実施に係わる決定への遵守を確保し、また、

違反があった場合には必要な措置を講じる権限を有する。各首長国の地方当局は、当該係
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官がその義務を果たすのに必要な便宜を図るものとする。 

 

第 47 条 

別個の料金体系 

本法律に規定された手続きに係わる料金は、閣僚評議会（Council of Ministers）の決

定によって決定される。 

 

第 48 条 

本法律の優位 

本法律に反する全ての条項は、無効とする。 

 

第 49 条 

規制を発布する権限 

本法律の実施に必要な規制と決定は、本省の大臣が公布する。 

 

第 50 条 

公布 

本法律は官報で公布され、その公布の日から３ヶ月後に発効する。 

 

（署名） 

Zayed bin Sultan Al Nahayan 

UAE 大統領 

アブダビの大統領宮殿にて公布された 

イスラム暦 1413 年ラビーウッサーニー（春の月）の１日 

西暦 1992 年９月 28 日 
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附属資料 1.4 – (UAE)  

商標に関する 1992 年連邦法第 37 号に関して規則を規定する経済省決定第 6 号(仮約) 

 

注記１：2001 年の省決定 68 号によって改正された条項にはアステリスク（*）を付ける。 

注記２： 1995 年の省決定 11 号によって改正された条項には２つのアステリスク（**）を

付ける。 

 

 

経済相は、 

法律に則って改正された省庁の任務及び大臣等の権限に関する 1972 年の連邦法第１号に照

らして、  

及び、商標に係わる 1992 年の法律第 37 号に照らして、 

及び、本省の次官の同意を得た上で、 

以下の事項を決定した。 

 

第 I 部 – 定義 

 

第１条 

定義 

以下の用語及び文言は、今後使用されるときは例外なく、以下に述べられた意味を有す

るものとする。 

 

UAE: アラブ首長国 

省（Ministry） 経済省 

大臣（Minister） 経済相 

法律（The Law） 商標法 

標章（The Mark） 商標 

登録（簿）（The Register） 商標の登録（簿） 

部署（The Section） Commercial Control Section 

委員会（The Committee） 本法律の第 13 条に規定された商標委員会 

管轄当局（The Competent 

Authority） 

関係する首長国の管轄当局 

 

第２条 

Commercial Control Section の権限 
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本省の本部署は商標法と規則に係わる事務を取り扱い、規定料金を徴収する。 

 

第３条 

標章の所有者自身による出願 

商標登録の願書は、標章の所有者が我が国の居住者である場合、所有者によって、又は、

正式に免許を受けた弁護士によって本部署に提出する。願書の指定された場所に、標章の

複製を添付する。 

 

第４条 

１区分１出願 

商標の出願は、本規則の添付書（１）に記載された商品、製品、又は、役務の分類の中

のただ１つの分類に係わる商標の登録に限定される。 

 

第５条 

願書の詳細 

登録願書には以下の事項を含めるものとする。 

1. 出願者の名前と姓、肩書き、職業、該当する場合、商号。出願者が企業の場合、企業の

商号、住所、法人形態、及び、企業設立の目的も含めるものとする。  

2. 出願者の国籍、居住地、及び、業種 

3. 登録を求める標章 

4. 標章の登録の請求に係わる商品、製品、又は、役務の一覧、及び、その分類の番号 

5. 商品、製品、又は、役務の識別のために標章が使用されている、又は、使用が意図され

ている事業所又は事業の場所 

6. 該当する場合、登録に係わる通信文、又は、書類が送付されるべき UAE 内の選ばれた住

所 

7. 出願者又はその代理人の署名。出願者が企業や法人である場合、正式代表者の署名が必

要とされる。 

 

第６条 

１区分について一群の類似商標 

本質的な要素において互いに類似であるが、商標の主な特徴に実質的な影響を与えない

識別力のない特徴に係わる他の要素においては互いに異なる複数の標章の登録出願を行う

場合、また、その登録は添付書（１）に記された分類の中の１つの区分内の商品又は役務

に関するものである場合、１つの願書だけでそれら全ての登録出願を行うことができる。 

 

第７条**  
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願書に添付されるべき書類 

登録の願書には以下の事項を含めることが求められる。 

1. 標章の複製を 14 点、登録願書に添付する 

2. 出願者の代理人を通して願書を提出する場合、法的に公証された代理委任状 

3. 願書に記載された事項の信憑性と出願者の職業又は専門に関する実績の双方を証拠立

てる出願者による法定の宣言 

4. 該当する場合、出願者が特別な優先権を主張するとき、外国における標章登録証   

5. １つ又は複数の外国語の表現が含まれる場合、標章のアラビア語への翻訳 

 

第８条 

商標の中の外国語の翻訳 

標章に外国語の表現が１つ又は複数含まれるとき、当該標章と合わせて、アラビア語へ

の正式な翻訳を提出しなければならない。 

 

第 II 部 - 登録の手続き 

 

第９条 

願書の保管、受領書 

登録願書は提出日に基づいてシリアル番号を付されて「願書提出登録簿（Applications 

Submission Register）」と呼ばれる特別な登録簿に記録される。出願者には以下の事項を

記載した受領書が発行される。 

1. 出願のシリアル番号 

2. 出願者の氏名と居住地 

3. 願書提出の日時 

4. 出願に係わる商品、製品、又は、役務の分類 

5. 書類のチェックリスト 

 

第 10 条 

登録標章との重複、イスラエル製品不買 

本部署は商標登録の願書を審査し、当該標章は既に登録されている標章、あるいは、先

行する出願に係わる標章と同一又は類似ではないこと、あるいは、本省のイスラエル製品

不買担当部局によって登録が禁止されている標章と同一又は類似でないことを確認する。

また、特定の製品又は役務の監督又は検査にのみ使用される標章に関しては、本部署は大

臣の許可がおりていることを確認する。 

 

第 11 条 
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変更 

本部署は、登録出願に係わる決定を行う前に、出願者又はその代理人（弁護士事務所等）

に対して必要な事項を提出すべきことを求め、あるいは、登録を受けるのに必要な条件を

付加すること、あるいは、他の登録標章との混同を回避できるように商標を特定し、明確

にし、又は、他の登録出願が既に行われている商標を特定し、明確にするのに必要な変更

を行うように要求することができる。  

 

第 12 条 

拒絶に対する出願者の異議申し立て又は変更の要求 

本部署は登録の拒絶を行う場合、又は、具体的な要件又は修正の遵守を条件とするとき、

その決定の理由を述べ、また、その決定につき出願者が本委員会に異議申し立てを行う権

利を有することを説明し、また、この異議申し立てに係わる日付と手続きを明らかにする

ために書面で出願者に通知を行う。  

 

第 13 条 

聴聞のための委員会への召喚 

本委員会に異議申立てが行われたとき、本部署は登録出願者に本委員会における聴聞の

日時を通知し、出席して自ら主張を行うように指示する。この通知は少なくとも聴聞の 10

日前に出願者に届けられねばならず、また、書留郵便あるいはファックス又はテレックス

を利用すべきものとする。 

 

第 14 条 

控訴 

本委員会が異議申し立てを却下したとき、出願者はその決定の通知があった日から 60 日

以内に、この決定について、管轄権を有する民事法廷に控訴することができる。 

 

第 15 条 

指定期間の不遵守 – 撤回 

出願者が指定期間内に本部署が要求する条件と限定を遵守しなかったとき、又は、本件

について出願者に送付された通知において指定された期間内に、出願者が本委員会の決定

について上訴しなかったとき、出願者はその出願を放棄したものとみなされる。 

 

第 16 条 

登録承認と公告 

登録出願が許可されたとき、本部署は標章の登録前に出願者の費用負担によって、官報

及び我が国で発行されている２つの日刊紙に当該標章に関する以下の事項を公告する。  
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1. 登録出願者の名前と姓、国籍、職業、及び、居住地 

2. 標章の複製 

3. 登録出願のシリアル番号 

4. 標章の登録要求に係わる商品、製品、又は、役務、及び、その製品分類 

5. 商品、製品、又は、役務の識別のために標章が使用されている、又は、使用が予定され

ている事業所又は事業の場所 

 

第 17 条 

登録に対する第三者の異議申し立て 

利害関係者は、最後に公告された日から 30 日以内に、標章登録に対する異議申し立て書

を持参し、又は、書留郵便で提出することができる。 

 

本部署は、このような異議申し立てを受理したとき、受理の日から 15 日以内に異議申し

立て書の謄本を書留郵便で出願者に送付する。 

 

第 18 条 

30 日以内の異議申し立てへの回答 

出願者は通知があった日から 30 日以内に前条項に係わる異議申し立てに回答したとき、

出願を放棄したものとみなされる。   

 

第 19 条 

聴聞、異議申し立てに関する決定 

本部署は要求に応じて異議申し立てに関する意見を両当事者から聴取し、また、聴聞の

後で決定を行わねばならない。決定においては、商標登録の拒絶又は許可を行い、あるい

は、必要であると判断された限定又は制限の遵守を条件として許可を出すものとする。 

 

第 20 条 

委員会への異議申し立て 

関係者は誰でも通知を受けた日から 15 日以内に、前条項に従って行われた本部署の決定

に対して異議申し立てを行うことができる。また、委員会が異議申し立てを受理しなかっ

たとき、申立人は通知があった日から 30 日以内に管轄権を有する裁判所に訴えることがで

きる。 

 

第 21 条 

商標登録簿 

本部署は商標登録簿を管理し、標章ごとに１ページを割り当て、以下の事項を記録する
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ものとする。 

1. 標章のシリアル番号とその１つの複製 

2. 商標の出願日と登録日 

3. 標章の所有者の名前と姓、国籍と居住地、及び、該当する場合、商号。所有者が企業の

場合、その商号、その設立の趣旨、及び、本社の所在地を記録する。 

4. 標章の登録に係わる商品、製品、又は、役務、及び、その分類と登録 

5. 登録に係わる通信文、又は、書類が送付されるべき UAE 内の選ばれた住所 

6. 標章の使用に係わる自己の商品、製品、又は、役務を識別するために標章が使用されて

いる事業所又は事業の場所 

7. 登録のために本部署が課した限定 

8. 標章に対する変更が登録後に行われたのなら、そのような変更 

9. 標章の譲渡又は担保設定 

10. 担保の解除 

11. 標章の登録更新及び取消し 

12. 標章の使用許諾、その期間、及び、取消し 

 

第 22 条 

関連商標（Affiliated Mark）の登録 

複数の関連商標は同一ページに記録し、関連について説明を付し、また、他の全ての関

連商標の数を記載する。 

 

第 23 条  

商標の色彩 

標章がその具体的な色彩、又は、その一部について具体的な色彩の表記がないまま登録

されている場合、全ての色彩について登録されているものとみなす。 

 

第 24 条 

商標 – 登録証 

標章の所有者は、登録の設定と料金の支払が行われたとき、適切な形態で登録証を受け

るものとする。 

 

第 25 条 

関係当局等への通知 

本省は登録の日から 30 日以内に、UAE の管轄当局、及び、Federation of Chambers of 

Commerce and Industry、及び、各首長国の Chamber of Commerce に、登録された所有者の

氏名、及び、登録証の内容を通知する。前記の組織団体は特別な登録簿を整備し、本省が
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通知した全ての事項、及び、本規則の第 24 条で述べられた登録証に記載されている全ての

事項を記録しなければならない。この登録簿では、各標章についてそれぞれ１ページを割

り当てなければならない。 

 

第 III 部 - 訂正又は追加 

 

第 26 条 

軽微な変更 

自己の登録標章に対して、主たる特徴に実質的な影響を及ぼすことのない訂正又は追加

を望む標章の所有者は、本部署に対してしかるべき形式に則って願書を提出し、また、訂

正後は標章の写しを 10 点添付しなければならない。本部署は原登録出願に係わる規定条件

及び規則に応じて、当該願書を審査し、また、不服申し立ての決定及び控訴の決定に関し

ては、原出願について規定されたのと同じ遡及的取り扱い、及び、手続きに従うものとす

る。 

 

第 27 条 

登録簿の記載事項の変更 

標章の登録所有者は以下の事項を登録簿に記載すべきことを要請することができる。 

1. 登録所有者の名前と姓、あるいは、国籍、又は、職業の変更、また、録所有者が企業で

ある場合、その名称、住所、又は、設立の趣旨に関する変更も登録すべきものとする。 

2. 標章の登録に係わる商品、製品、又は、役務の一部の取消し。 

3. 登録に係わる通信、伝達、及び、書類の宛先として選択された住所に係わる変更。 

 

記載を請求された事項が関連標章に係わる場合、当該標章の全てについて、それらの記

載ページに変更を記録することで足りる。 

 

第 28 条 

裁判所の命令 

管轄権を有する裁判所が下した全ての命令は、登録簿に記載される。 

 

第 29 条 

変更の公告、他の当局への通知 

本部署は公告費用の支払があったとき、標章を登録簿に記録し、また、官報で公告する。

登録簿には標章のシリアル番号、その所有者の氏名、原登録後になされた変更又は訂正の

詳細を記載し、また、標章の登録が公告された官報の番号を付す。 
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変更又は訂正があったとき、その記載の日から 30 日以内に、UAE の管轄当局と Federation 

of Chambers of Commerce and Industry、及び、各首長国の各 Chamber of Commerce にそ

の旨を通知しなければならない。 

 

第 IV 部 - 標章の登録簿の更新 

 

第 30 条 

更新の申請 

登録の更新の申請は、保護期間の最後の年にしかるべき形式に則って本部署に提出しな

ければならず、また、登録証も更新料金の受領証と合わせて当該書式に含めるものとする。 

 

第 31 条 

更新の通知 

本部署は、標章保護期間の満了する最期の月に、登録簿に記載された所有者の住所に、

期間満了について書面で通知し、また、保護期間の満了の日から３ヶ月以内に前条で述べ

られた方式に従って更新の申請を行う必要性について書面で通知する。 

 

第 32 条 

無審査での許可又は異議申し立ての可能性 

申請が期間内に提出され、本規則の第 30 条と第 31 条に規定された趣旨に従っている場

合、新たに審査を行うことなく、また、異議申し立てを許すことなく、申請の許可又は標

章の更新は許されるものとする。 

 

第 33 条 

更新の公告 

標章の登録更新は所有者の費用負担において、官報及び我が国で発行されている２つの

日刊紙において公告され、また、以下の事項も合わせて公開される。 

1. 標章のシリアル番号 

2. 所有者の名前と姓、その職業と居住地。所有者が企業である場合、その商号、住所と設

立の趣旨も記載される。 

3. 標章の登録日 

 

第 V 部 - 登録の取消し 

 

第 34 条 

製品又は役務の削除 
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標章の所有者は、標章の登録に係わる製品又は役務の全て又は一部を登録簿から削除す

ることを望む場合、しかるべき形式に則って削除申請書を提出することができる。標章の

所有者が第三者に標章の使用許諾を行っていた場合、使用権者の同意書が得られない限り

登録簿から削除されることはない。ただし、当該第三者が使用許諾契約に基づく権利を明

示的に放棄した場合はこの限りではない。 

 

第 35 条 

本部署による取消し 

以下の１つに該当する場合、本部署は標章の登録を取消す。 

1. 標章の登録が法律第 19 条に従って更新されなかったとき。 

2. 法律第20条に従って所有者が申請を行ったとき、取消しは申請の日から効力を有する。 

3. 標章は法的根拠なく登録されていたとの最終判決が、管轄権を有する裁判所によって下

されたとき、その判決に従って。 

4. 管轄権を有する裁判所が、法律第 24 条の定めにより、５年間継続して有効な使用がな

かったことを根拠として、標章の登録取消を命じたとき、その判決に従って。 

 

第 36 条 

取消しの公告、他の当局への通知 

本部署は登録簿に取消しの事実を記載しなければならず、また、その旨を官報で公告す

る。公告には以下の事項を記載する。 

1. 標章のシリアル番号 

2. 所有者の名前、呼称、及び、居住地。所有者が企業である場合、その商号及び設立の趣

旨を記載しなければならない。 

3. 登録の公告が行われた官報のシリアル番号 

4. 取消しの理由と日付 

 

各首長国の管轄当局、及び、UAE の Federation of Chambers of Commerce and Industry

と各首長国の Chamber of Commerce には、30 日以内に取消しを通知しなければならない。 

 

第 VI 部 - 標章の所有権の移転と担保 

 

第 37 条 

所有権の移転 

法律によって許される場合、譲受人又はその代理人（弁護士事務所）が本部署に請求を

行ったとき、標章の譲渡が登録簿に記載される。  
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申請はしかるべき形式に則って願書で行い、以下の事項を記載するものとする。  

1. 標章のシリアル番号 

2. 譲渡人と譲受人の名前、姓、及び、呼称、ならびに商号。両者のいずれかが企業であれ

ば、商号と設立の趣旨も記録しなければならない。 

3. 出願者の居住地と国籍  

4. 標章の登録に係わる商品、製品、又は、役務、また、その分類も付す。 

5. 標章によって保護されている事業所又は事業の場所 

6. 譲渡の契約と日付 

 

第 38 条*  

移転に必要な書類 

前条で述べた請求には、譲渡を立証する全ての書類を添付しなければならない。 

 

第 39 条 

一群の商標の移転 

本規則の第 6 条で述べたような他の標章と関連する１つの標章の譲渡は、当該標章と関

連する他の標章も譲渡される場合を除いて、申請することはできない。  

 

記録のために１つの願書を提出すれば、そのような複数の標章の譲渡が記載される。 

 

第 40 条 

移転の記録 

本部署は、新たな所有者の名前、職業、住所、譲渡の理由、移転の日付、及び、登録簿

への記載日を明記して、標章の譲渡を記録する。本部署は出願者にこの記入の事実を書面

で通知する。 

 

第 41 条 

移転の公告 

標章の譲渡は、請求者の費用負担によって、官報、及び、国内の日刊紙２紙で公告され、

以下の事項が記載される。 

1. 標章のシリアル番号 

2. 登録日と番号、及び、登録が公告された官報の日付 

3. 標章の登録に係わる商品、製品、又は、役務 

4. 標章の以前の所有者の名前 

5. 譲受人の名前、国籍、及び、職業 

6. 譲渡の日付、及び、登録への記載日 
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第 42 条 

担保と標章、登録、公告 

標章への担保設定は、譲渡について規定された手続き及び方式に従って、しかるべき形

式に則って債権者・動産質権者の申請に応じて登録簿に記載され、また、担保の設定は本

規則の第 14 条に定められた項目と同じ事項と合わせて官報で公告される。 

 

第 43 条 

担保の取消しと公告 

標章への担保設定は、しかるべき形式に基づく所有者の請求に応じて取消される。この

形式には担保の終了を示す書類の添付も含まれる。 

 

取消しは申請者の経費負担によって官報で公告する。公告には、標章の設定を公告した

官報の番号と日付も記載する。 

 

第 VII 部 - 使用許諾契約 

 

第 44 条 

認証されるべき使用許諾契約 

標章の登録に係わる商品、製品、又は、役務の全て又は一部について、任意の契約者に

対する標章の使用権許諾は、認証を受けた契約書によって行うべきである。ただし、使用

許諾の存続期間は保護について規定された期間を越えるべきではない。    

 

第 45 条* 

使用許諾契約の公告 

標章の使用許諾の設定は、申請者の費用負担によって、官報で、及び、日刊紙２紙で公

告され、また、以下の事項も合わせて公表される。 

1. 標章のシリアル番号 

2. 登録の日付、及び、登録の公告を行った官報の発行の番号と日付  

3. 標章の登録に係わる商品、製品、又は、役務 

4. 標章の所有者の名前と姓、その職業と国籍 

5. 使用権者の名前と姓、その職業と国籍 

6. 標章の使用権者が権利を得た日付、及び、登録簿へのその事実の記載日 

 

第 46 条 

請求による使用許諾契約の取消 
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使用権許諾者又は使用権者がしかるべき形式に則って本部署に申請を行ったとき、使用

許諾の記載を登録簿から取消すことができる。 

 

使用許諾の終了又は解除の証拠は、申請書に添付しなければならない。 

 

第 47 条 

取消申請に関するいずれかの当事者の聴聞 

本部署は請求があったとき使用許諾の取消し事案について、いずれかの当事者から聴聞

を行う。ただし、他の当事者に通知が送達されてから 15 日以内に請求が提出された場合に

限る。この通知には、その受領の日から 30 日以内に取消の申請に異議申し立てを行うこと

ができる権利が記載されるものとする。この期間を過ぎればこの権利は失効する。 

 

第 48 条 

取消しの申請に関する決定 

本部署は該当する当事者から聴聞を行い、取消しの申請に対する異議申し立てに関して

拒絶又は許可の決定を下す。 

 

第 49 条 

取消しに対する異議申し立て 

いずれの当事者も、通知があった日から 15 日以内に、本部署の決定に対する異議申し立

てを本委員会に提出することができる。 

 

いずれの当事者も、通知があった日から 30 日以内に、本委員会の決定について、管轄権

を有する裁判所に異議を申立てることができる。  

 

第 50 条 

取消しの確定 

使用許諾の取消しに対して異議申し立てがなかった場合、又は、取消しを承認する最終

判決が下されたとき、本部署は登録簿から使用許諾の記載を取消し、取消しの理由とその

日付を付記する。申請者には取消しが行われた旨を書面で通知する。  

 

第 51 条 

官報での公告 

本部署は申請者の経費負担において官報に使用許諾の取消しを公告する。公告には、当

該標章の使用許諾を公告した官報の発行番号と日付も記載する。 
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第 VIII 部 - 特定の製品又は役務に係わる監督及び検査 

 

第 52 条 

監督と検査用の標章、必要な書類  

特定の製品又は役務の監督又は検査のためにのみ使用される登録標章の出願は、しかる

べき形式に則って本部署に提出しなければならない。また、以下の書類を添付しなければ

ならない。  

1. 登録出願の書式に添付された標章の写し 10 点 

2. 標章を使用する法人の登記書の公式謄本２通、及び、当該登記書に対する任意の補正に

関する明細 

3. 本省による標章の登録許可 

4. 監督又は検査のために対象となる商品、製品、又は、役務の特徴や品質が記載された監

督又は検査用の標章が使用される当該商品等の一覧の複製２通 

5. 標章の使用者の検査 

6. 出願者による監督又は検査用の標章の使用に適用される法規の複製２通 

 

第 53 条 

登録の分離、類似の手続き 

他の標章の登録簿記載と同じ条件に従って、本部署に提出された標章は、登録簿の特別

なセクションに記載される。 

 

第 54 条 

監督及び検査用の標章の公告 

このような標章を公告する際には、出願者による監督又は検査用の標章の使用に適用さ

れる規則の要約を付記する。 

 

第 55 条 

監督及び検査用の標章に係わる変更 

規則に変更があった場合、標章の所有者は本部署に対してその旨を通知する。当該変更

は、登録簿においてこのような標章に割り当てられたセクションに記載され、他の標章に

ついて規定されたのと同じ手続きに従って公告が行われる。 

 

第 56 条 

監督及び検査用の標章の使用者 

本標章の所有者は、自らその商標を使用することができる。また、そのような使用に適

用される規則に従って、第三者に標章の使用を許可することができる。 
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第 57 条 

監督及び検査用の標章の移転と取消し 

このような標章の譲渡は本省の許可を受けねばならず、本省は所有者が他の者に当該標

章の使用を許可しないことが明らかになったとき、その登録簿の記載を取消すことができ

る。 

 

第 58 条 

他の規則と類似の出願 

このような標章に適用される他の条件と規則は、他の標章について本規則で規定された

ものと同じものとする。 

 

第 59 条 

規則の実施 

管轄権を有する当局は、それぞれの管轄地において、本規則を実施する。 

 

第 60 条 

布告 

本規則は官報で公告され、商標に関する 1992 年の法律 37 号の施行日から発行する。 

 

Said Ahmad Ghabbach 

経済相 

 

アブダビで発行 

1993 年２月２日 

 

添付書 1 

 

分類の標題 

  

  第１類  産業、科学と写真撮影技術、ならびに、農業、園芸、及び、林業で使用さ

れる化学製品。未加工の人工樹脂、未加工のプラスチックス。肥料。消火

剤。焼入れ及びハンダ用の調合剤。食品用保存剤。なめし剤。産業用接着

剤。 

  第２類  ペンキ、ニス、ラッカー。防錆剤と木材の防腐剤。着色剤。媒染剤。天然
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樹脂。塗装職人、装飾家、画家と芸術家用の箔又は粉末状の金属。   

  第３類 漂白剤及び他の洗剤。洗剤、光沢剤、精錬剤、及び、研磨剤。石鹸。香料、

精油、化粧品、ヘアローション。歯磨剤。 

  第４類 工業用オイルとグリース。潤滑油。吸塵、加湿、及び、建築用合成物。燃

料（内燃機関用燃料を含む）と発光体。照明用のろうそくと芯 

  第５類 医薬製剤と獣医用製剤。医用の衛生製剤。医用の栄養剤と乳児食。膏薬と

外科手当て用材料。歯の固定剤と歯科用ワックス。消毒剤。害虫駆除剤。

殺菌剤と除草剤。 

  第６類 一般金属とその合金。建築用金属部材。可搬型の金属製建屋。鉄道列車用

金属製資材。一般金属製の非電気設備用のケーブルと配線。金物類と小型

金属製品。金属製の管とチューブ。金庫。他の分類に含まれない一般金属

商品。鉱石。  

  第７類 機械設備と工作機械。モータとエンジン（陸上車を除く）。機械の継ぎ手と

トランスミッション部品（陸上車を除く）。手動の器具を除く農業機械器具。

孵卵器。 

  第８類 手動工具と利器（手で操作するタイプ）。刃物類。携帯武器。かみそり  

  第９類 理化学機械器具、航海用機械器具、測量機械器具、写真用機械器具、映画

用機械器具、光学機械器具、計量機械器具、測定機械器具、信号用機械器

具、検査用（監視用）機械器具、救命用機械器具、及び、教育用機械器具。

導電用装置器具、スイッチング用装置器具、変電用装置器具、蓄電用装置

器具、整流用装置器具、又は、制御用装置器具。音声映像のレコード用器

具、伝送器具、又は、再生器具。磁気的データ記憶媒体と記録用ディスク。

自動販売機と硬貨作動式の装置の機構。 金銭登録機、計算機、データ処

理装置とコンピューター。消火器。  

  第 10 類 外科用装置器具、医療用装置器具、歯科用装置器具、及び、獣医用装置器

具、義肢義足、義眼と義歯。整形用品。縫合材料。 

  第 11 類 照明用器具、暖房用器具、蒸気発生装置、調理用器具、冷凍機械器具、乾

燥装置、喚起設備、水道装置器具、及び、衛生設備. 

  第 12 類 車両。陸上、航空、又は、水上の移動用装置 

  第 13 類 銃器。弾薬と発射装置。爆発物。花火。 

  第 14 類 貴金属とその合金、及び、貴金属製品又は貴金属を塗布された商品で他の

分類に含まれないもの。宝石と貴石。計時用及び測時用器具 



128 
 

  第 15 類 楽器 

  第 16 類 紙類、段ボール、及び、紙類又は段ボールを材料とする商品で他の分類に

含まれないもの。印刷物。製本用材料。写真。文房具類。事務用又は家庭

用の接着剤。美術家用の材料。塗装用のはけ。タイプライター及び事務用

部品（家具を除く）。教材及び教育用資料（器具装置を除く）。包装用プラ

スチック材料（他の分類に含まれないもの）。印刷用活字。版木 

  第 17 類 ゴム製品、ガッタパーチャ、生ゴム、アスベスト、雲母、及び、このよう

な材料から製造された商品で他の分類に含まれないもの。製造用に押し出

し形成されたプラスチックス。パッキング用、充填用、及び、絶縁用材料。

非金属の自在管 

  第 18 類 皮革、模造皮革品、及び、このような材料から製造された商品で他の分類

に含まれないもの。動物の皮と毛皮。大かばんと旅行用バッグ。雨傘、日

傘、及び、杖。むち、引き具、及び、馬具。 

  第 19 類 建築用材料（非金属）。非金属製の建築用硬質管。アスファルト、ピッチ、

及び、ビチューメン。非金属製の可搬型建屋。非金属製の記念碑。 

  第 20 類 家具、鏡、額縁。他の分類に含まれるものを除き、木製品、コルク製品、

あし製品、籐製品、枝編細工製品、角製品、骨、象牙製品、くじらひげ製

品、貝殻、琥珀、真珠貝、海泡石、及び、これらの製品と材料全てについ

てその代替品又はプラスチックスを材料とする代替品 

 

  第 21 類 家庭用又は調理場用の器具又は容器（貴金属製、又は、貴金属を塗布され

たものを除く）。櫛とスポンジ。ブラシ（ペンキ用ブラシを除く）。ブラシ

材料。清掃用の商品。スチールウール。未加工又は半加工ガラス（建築用

ガラスを除く）。他の分類に含まれないガラス製品、磁器製品、及び、陶器

  第 22 類 ロープ、ひも、ネット、テント、天幕、防水シート、帆、布袋、及び、紙

袋（他の分類に含まれるものは除く）。詰め物と詰め物用材料（ゴム又はプ

ラスチックス製を除く）。原料繊維。 

  第 23 類 織物用の糸とより糸 

  第 24 類 他の分類に含まれない織物と繊維品。ベッドカバーとテーブルカバー 

  第 25 類 衣服、履物、かぶりもの 

  第 26 類 レース、刺繍、リボン、及び、ヘアバンド。ボタン、かぎホック、ピンと

縫い針。造花。 
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  第 27 類  カーペット、敷物、マットとマット材料、リノリウム、及び、床を覆うた

めの他の資材。壁掛け（織物は除く）。 

  第 28 類 ゲーム遊び道具。他の分類に含まれない運動・スポーツ用品。クリスマス

ツリーの飾り。 

  第 29 類 肉、魚、鶏肉、及び、猟鳥獣の肉。肉エキス。保存処理、乾燥処理、又は、

調理された野菜と果物。ゼリー、ジャム、シロップ。卵、ミルク、及び、

乳製品。食用油脂。 

  第 30 類 コーヒー、茶、ココア、砂糖、米、タピオカ、サゴ、人工コーヒー。小麦

粉と穀物を材料とする調理品、パン、ペストリー、及び、菓子類。蜂蜜と

糖蜜。イーストとふくらし粉。塩とからし。酢、ソース（香辛料）。スパイ

ス。氷。 

  第 31 類 農産物、園芸品、及び、林産物、ならびに、穀物、ただし、他の分類に含

まれるものは除く。生きた動物。新鮮果物と野菜。種子、天然植物、及び、

花。動物の餌、麦芽。 

  第 32 類 ビール。ミネラルウォータと炭酸水、及び、他のアルコールの入っていな

い飲料。果実飲料とフルーツ・ジュース。飲料製造用のシロップ及び他の

調合品 

  第 33 類 アルコール飲料（ビールを除く） 

  第 34 類 たばこ。喫煙用具。マッチ 

  第 35 類 公告。企業経営。事業の管理。事務。 

 

  第 36 類 保険。財務。金融。不動産取り扱い。 

  第 37 類 建設工事。修理。設置業務。 

  第 38 類 電気通信 

  第 39 類 輸送。商品の梱包と保管。旅行業務。 

  第 40 類 原材料の加工 

  第 41 類 教育。トレーニング運営。娯楽。スポーツ運営と文化的催し。 

  第 42 類 科学及び技術に係わる業務と研究及び関連設計。産業に係わる分析と研究

業務。コンピューター・ハードウェアとソフトウェアの設計と開発。法律

事務。   
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  第 43 類 飲食物の提供。宿泊施設の提供。 

  第 44 類 医業。獣医業。人又は動物を対象とする美容と衛生。農業、園芸、及び、

林業。 

  第 45 類 個人のニーズに対応する人的役務及び社会的役務。人や資産を保護するた

めの警備業務 
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